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Ⅰ 令和４年度決算の状況 

１ 新しい時代の学びを実現する学校教育 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

① ○ＧＩＧＡスクール構想の推進

子供たちの自主的な学びを促進するとともに、多様でより深い学びにつなげて

いくため、１人１台の学習用パソコンをはじめとしたＩＣＴ機器を活用した効果

的な教育活動を着実に推進した。 

・新たに小学校の理科室に電子黒板、図書室に無線ＬＡＮを整備

・端末操作の支援や年度替わりに伴う端末

動作の確認・準備等を行う支援員を配置

・教員用ポータルサイト（KOBEX）を開設し、

授業で活用できる指導案やワークシート、

学習用パソコンを活用した授業の実践事

例などの共有を図った。

② ○小学校 35人学級編制の段階的実施

少人数によるきめ細かな指導体制を構築するため、国の制度変更に合わせて、

小学校２年生から６年生の学級編制基準を 35 人に、段階的に引き下げる。（令

和３年度～令和７年度） 

＜小学校学級編制基準＞ 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 

令和４年度 35 人 35 人 35 人 40 人※ 40 人 40 人 

令和５年度 35 人 35 人 35 人 35 人 40 人 40 人 

令和６年度 35 人 35 人 35 人 35 人 35 人 40 人 

※選択制による 35人学級編制を実施

③ ○小学校教科担任制の推進

学習が高度化する小学校全校の高学年において、専門性の高い教科指導を行う

とともに、中学校への円滑な接続をはかるため、教科担任制を推進した。 

④ 英語教育の推進

ネイティブスピーカーとの生きたコミュニケーションをはかる機会を拡大し、

児童生徒の英語力向上および国際理解を深めるため、全小中・高等学校に外国人

英語指導助手（ＡＬＴ）を配置した。 

小学校においては、１～６年生の外国語授業 

等において、全ての時間ＡＬＴとの協同授業を 

行った。 

また、コロナ禍で中止していた英語サマース 

クールを再開し、２日間で延べ約 300 名の中学

生が参加するなど、ＡＬＴと交流する機会の充 

実を図った。 

・令和４年度：外国人英語指導助手（ＡＬＴ）209 名（全小中・高等学校）

2,326,920 

― 

― 

930,813 

1



 
 

⑤ 放課後学習等の推進 

児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導を行うため、放課後学習や同室

複数指導、少人数指導などを行う支援員を引き続き全小中学校に配置した。 

⑥ ○学校司書の配置 

調べ学習等での学校図書館の利活用を進め、児童生徒の豊かな心と読解力や思

考力、表現力など確かな学力を育むため、学校司書の配置校を拡充し、全小中学

校配置に向けて学校図書館の環境整備を進めた。 

・令和 4年度：小中学校 224 校 

⑦ ○体力向上に向けた取り組みの推進 

引き続き体育の授業改善に取り組むほか、 

１人１台の学習用パソコンを活用した運動の 

習慣化に向けた取り組みや、放課後の運動場 

等を児童に開放する取り組みを試行的に行う 

など、児童生徒の体力向上に向けた取り組み 

を推進した。 

⑧ ○幼児教育の充実と幼保小の円滑な学びの接続 

幼児期と小学校以降の学びを円滑につなぐため、小学校スタート期の学級経

営・授業の改善に向けた実践研究等を進めた。 

また、「今後の幼児教育・保育における市立幼稚園のあり方に関する検討会」

を開催し検討を進めた。 

⑨ ◎市立工業高校におけるＤＸ時代に適応した職業人材育成事業 

  科学技術高校及び神戸工科高校において、地元企業との連携により、地域の産

業界が求める高度な知識と技能を修得するためのカリキュラムや教材を開発し、

ＤＸ時代におけるものづくりの分野で活躍できる人材の育成に取り組んだ。 

⑩ 学校園における感染症対策 

学校園において、感染症防止対策を徹底しながら学校教育活動を円滑に継続し

ていくため、消毒液などの必要な保健衛生用品を購入した。 

 

484,318 

 

 

323,008 

 

 

 

 

10,307 

 

 

 

 

 

 

1,977 

 

 

 

 

2,969 

 

 

 

361,321 

 

２ 学校支援と組織力向上 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

① ◎令和の時代における『学校の業務と活動』 

  学校の業務改善と教職員の負担軽減をはかるため、学校や事務局で行ってきた

業務・事務や活動について、本来の目的に立ち返り、「これまでの当たり前」をゼ

ロベースで見つめ直すとともに、管理職のマネジメント機能の強化や学校内での

業務負担の平準化など、役職や職種に応じた業務の標準化に取り組んだ。 

② ◎学校給食費の公会計化 

学校における給食関係業務を簡素化し、教職員の業務負担を軽減するため、学

校給食費の公会計化を行うにあたり、必要となる管理システムの構築を進めた。 

・令和４～５年度 システム構築 

― 

 

 

 

 

― 
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・令和６年度～  小学校・特別支援学校の給食費を公会計化 

         ※中学校は全員喫食制への移行時に公会計化予定 

③ ○中学校部活動の地域移行に向けた取り組みと外部人材の活用 

休日部活動の段階的な地域移行に向けて、部活動の地域移行のあり方検討委員

会を開催するとともに、地域移行の受け皿確保のためのモデル事業や実態調査を

実施した。 

また、顧問教員の多忙化解消と持続可能な部活動運営をはかるため、教員に代

わって部活動の指導等を行う部活動指導員（外部顧問 197 人、外部支援員 114

人 ）を配置した。 

④ スクール・サポート・スタッフの配置 

  教員の負担軽減のため、学校現場において業務補助を行うスクール・サポート・

スタッフを引き続き配置した。 

⑤ ○コミュニティ・スクールの推進 

  保護者や地域住民の学校運営への参画を促進し、学校・保護者・地域住民等が

一体となった教育活動を推進することにより、学校運営の改善・向上や児童生徒

の健全育成につなげるため、令和４年度中にすべての小・中学校、義務教育学校

に学校運営協議会を設置した。 

 

 

 

80,872 

 

 

 

 

 

 

186,049 

 

 

13,778 

 

 

 

 

３ 不登校支援・いじめ防止対策 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

① ○不登校等の児童生徒に対する支援 

今後の不登校支援のあり方を検討するため、「今後の不登校支援のあり方に関

する検討委員会」を開催し、今後の不登校支援の充実のため検討を進めた。 

また、学校やフリースクール等関係機関との連携や不登校支援事業を進めるた

め、不登校担当コーディネーターを増員するとともに、不登校等の児童生徒に対

する学習機会の確保等をはかるため、オンライン授業やオンラインによる個別面

談を引き続き実施した。 

② ○スクールカウンセラーの配置 

児童生徒や保護者の心のケアをはかり、安心な学校づくりを進めるため、児童

生徒や学校の実情に応じた柔軟な教育相談および支援を行うスクールカウンセ

ラーを全小中学校等に配置・派遣した。 

・令和４年度：月４回配置：小学校 148校、全中学校・高等学校等 

月２回配置：小学校 14校、全特別支援学校 

③ スクールソーシャルワーカーの配置 

家庭・学校・地域および関係機関の支援ネットワークを構築する福祉の専門家

であるスクールソーシャルワーカーを効果的に配置し、子供の健全な成長を支援

するとともに、虐待や不登校等の早期発見・早期対応に努めた。 

・各区および事務局に計 17 名を配置 

 

23,199 

 

 

 

 

 

 

351,023 

 

 

 

 

 

85,426 
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④ 児童生徒・保護者からの相談機会の拡充 

児童生徒・保護者が、いじめ・体罰・不登校など学校における悩みごとについ

て、弁護士に直接相談し、助言を受けることができる相談会を実施した。 

また、いじめ・体罰・児童虐待等に関し児童生徒・保護者等からの相談に対応

するため、休日を含め 24 時間対応可能なフリーダイヤルの電話相談を実施した

ほか、兵庫県教育委員会で実施しているＳＮＳを活用した相談窓口について、児

童生徒および保護者に周知するとともに、県教委と連携して対応した。 

⑤ ネットいじめ・ネット依存等防止 

ネットによるいじめやトラブル、ネット依存を防止し、適正なネット利用につな

げるため、専門家による出前授業を実施するとともに、ネット上の諸問題におけ

る緊急対応や不適切な書き込みへの対応などを行うため、学校ネットパトロール

を実施した。 

 

6,605 

 

 

 

 

 

 

3,668 

 

 

 

 

４ 個々の児童生徒に応じたきめ細かな支援 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

① ◎就学相談・教育相談体制の再構築 

多様な学びの場（特別支援学校・特別支援学級・通級による指導）の一元的な

窓口である「特別支援教育相談センター」を総合教育センター内に設置し、保護

者にとってわかりやすい情報提供を行い、就学相談・教育相談体制の再構築を図

った。 

② ○医療的ケア支援の充実 

医療的ケアが必要な児童生徒等を支援し、保護者負担の軽減をはかるとともに

児童生徒等の社会的自立につなげていくため、特別支援学校に看護師を配置する

とともに、医療的ケアが理由でスクールバスに乗車できない児童生徒を対象とし

て、看護師添乗による通学支援を拡充した（月２回→４回・下校時）。 

幼稚園、小中学校及び高等学校においては、訪問看護ステーションから看護師 

を派遣した。 

③ ○自校通級指導教室の整備 

通級による指導を必要とする児童生徒の増加に対応するとともに、児童生徒が

自らの通う小中学校で指導を受けられる体制を整えるため、拠点校通級指導教室

14 か所、自校通級指導教室 15 校に加え、新たに 10 校で自校通級指導教室を整

備した。 

・令和３年度：15 校 

・令和４年度：25 校 

④ 外国人児童生徒等に対する日本語指導 

児童生徒の生活適応や学習支援等のため、母語による通訳等を行う支援員や日

本語指導支援員の学校園への派遣、オンライン指導を実施した。 

また、日本語サポートひろばを一元的窓口として、外国人児童生徒等の転入時

における日本語能力の測定や指導計画の作成支援を行った。 

― 

 

 

 

 

84,360 

 

 

 

 

 

 

6,934 

 

 

 

 

 

 

102,547 
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⑤ ◎留学生による外国人児童生徒等の支援 

  留学生を学校園に派遣し、母語による通訳等の支援を行うとともに、児童生徒

の心の安定や学習意欲の向上をはかるため、母語・母文化を通じた交流や、学習

支援を行った。 

 

3,046 

 

 

 

 

５ 学びを支える環境整備 

事 業 内 容 （◎新規事業 ○拡充事業） 
決 算 額 

（単位：千円） 

≪学校給食の充実≫ 

① ◎中学校給食の全員喫食制への移行に向けた取り組みの推進 

  温かい給食による全員喫食制への移行に向け、 

給食センター２ヶ所をＰＦＩ手法により整備する 

とともに、民間調理施設方式や補完的に実施する 

親子調理方式による提供について具体的な調査・ 

検討を進めた。 

  また、全員喫食制への移行までの間、保温食缶 

 を活用した温かい給食の提供を行った。 

＜スケジュール＞ 

・令和６年９月  中央区６校 民間調理施設方式 

・令和６年 10 月 中央区１校・須磨区３校 親子調理方式 

・令和７年１月  須磨区８校・垂水区 11 校  

給食センター方式（第一学校給食センター） 

・令和７年４月  長田区６校・西区 13校 民間調理施設方式 

・令和８年１月  東灘区７校・灘区５校・兵庫区５校・北区 16校 

民間調理施設方式・給食センター方式（第二学校給食センター） 

② 中学校給食費の半額助成 

  保護者の経済的負担を軽減し、子育て支援の充実をはかるため、全世帯の学校

給食費の負担を半額とした。（所得制限なし） 

  ・中学校給食費：年額 約 57,000 円 → 約 28,500 円 

   ※就学援助世帯はこれまでどおり全額無償 

③ ○小学校給食調理等業務委託 

民間活力の導入により小学校給食を安定的かつ効率的に提供するため、新たに

３校の自校調理校において調理等業務の民間委託を実施した。 

  ・令和３年度：25校 

  ・令和４年度：28校 

④ ◎学校給食における食材費高騰対策 

物価高騰により公立小・中学校等における学校給食食材費が上昇している中

で、給食の質や量を維持するため、保護者負担を増やさずに公費により対応した。 

・小学校・特別支援学校給食 437,760 千円 

・中学校給食 169,824 千円 

 

295,653 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

333,007 

 

 

 

 

775,454 

 

 

 

 

607,584 
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≪学校教育環境の充実・改善等≫ 

① ○農村地域の小規模校の特色化 

令和５年４月の義務教育学校八多学園の開校に向け、教室整備やＩＣＴ活用の

ためのネットワーク整備等の環境整備を実施した。 

また、以下の学校において、中学校に配置した教員による小学校の学習支援等

を実施し、小中９年間を通した特色ある教育活動（学園制）を推進した。 

＜学園制実施校＞ 

・淡河、好徳小学校および淡河中学校 

・押部谷、北山、月が丘、高和小学校および押部谷中学校 

そのほか、山田小学校では教育コンサルタントを活用し、地域資源を活かした

学習や、少人数のメリットを活かした学力向上の取り組みを推進した。 

② ○学校施設の更なる活用 

  学校施設の更なる活用をはかるため、施設利用のインターネット予約システム

と施設の鍵のリモートロック化を組み合わせた中学校体育館の夜間開放を推進

し、市民の健康増進、開かれた学校づくりに取り組んだ。 

・令和４年度：50 校 

③ ○学校園施設の包括的管理 

  学校園施設の安全性の確保および教職員等の負担軽減をはかるため、民間事業

者のノウハウを活用し、学校園の小修繕・設備保守管理業務等を包括的に委託し

た。 

④ ○バリアフリー改修 

学校施設におけるバリアフリー化を進めるため、エレベーターの設置やスロー

プ等による段差解消を行った。 

・エレベーター設置：６校 

・スロープ等による段差解消：17校 

⑤ ○学校施設の異常高温対策 

  近年の夏の猛暑を受けた熱中症対策として、小学校の体育館と給食室及び小中

学校の特別教室に空調設備を整備した。 

  ・小学校体育館への部分空調新設：68 校 

  ・小学校給食室への空調新設：21 校 

  ・小中学校特別教室への空調新設：145 校 

 

≪学校の過密化・老朽化対策等≫ 

① ○垂水小学校校舎増改築 

  教育環境の改善と今後の児童数の増加に対応するため、校舎の増改築等を行っ

た。 

  ・令和４年度：西校舎建設工事完了 

（供用開始：令和５年４月） 

（校舎竣工予定：令和７年３月） 
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1,960,120 

 

 

 

 

 

 

 

 

6



 
 

② ○こうべ小学校校舎増築 

教育環境の改善と今後の児童数の増加に対応するため、校舎の増築等に着手し

た。 

・令和４年度：校舎建設工事着手（校舎竣工予定：令和６年８月） 

③ ○学級増対策 

  児童数の増加に伴う教室不足等に対応し、教育環境の確保をはかるため、暫定

校舎を整備した。 

  ・令和４年度完成：湊小学校 

④ 〇春日野小学校施設整備 

  一部校舎を保存活用しつつ校舎等を整備するため、設計や必要な準備工事等を

行った。 

・令和４年度：春日野公園遊歩道工事完了 

（供用開始：令和５年１月） 

   （校舎竣工予定：令和９年度） 

 

 

 

⑤ ○学校園の大規模・長寿命化改修 

  学校園の老朽化対策を行い、安全・安心な教育環境を確保するため、大規模・

長寿命化改修工事を行った。 

  ・令和４年度：小学校 12 校、中学校８校 

⑥ ○多聞の丘小学校施設整備 

  令和３年４月に多聞南小学校と本多聞小学校を統合して開校した「多聞の丘小

学校」の校舎として使用するため、旧多聞南小学校校舎の改修を行った。 

・竣工：令和５年３月 
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予 算 現 額 決  算  額
予算現額に比し

増△減
決算明
細書頁

円 円 円 頁

使 用 料 及 手 数 料 810,408,000 786,553,569 △ 23,854,431 10

１ 使 用 料 804,368,000 780,751,669 △ 23,616,331 10

２ 手 数 料 6,040,000 5,801,900 △ 238,100 10

国 庫 支 出 金 20,532,973,000 21,421,906,813 888,933,813 12

１ 負 担 金 16,210,618,000 15,934,811,899 △ 275,806,101 12

２ 補 助 金 4,269,160,000 5,446,111,162 1,176,951,162 12

３ 委 託 金 53,195,000 40,983,752 △ 12,211,248 12

県 支 出 金 159,797,000 146,796,200 △ 13,000,800 14

２ 補 助 金 159,797,000 146,796,200 △ 13,000,800 14

財 産 収 入 5,888,000 17,467,768 11,579,768 14

２ 財 産 売 払 収 入 4,554,000 16,741,834 12,187,834 14

３ 基 金 収 入 1,334,000 725,934 △ 608,066 14

寄 附 金 50,000,000 44,151,080 △ 5,848,920 16

１ 寄 附 金 50,000,000 44,151,080 △ 5,848,920 16

繰 入 金 16,047,000 4,023,666 △ 12,023,334 16

２ 基 金 繰 入 金 16,047,000 4,023,666 △ 12,023,334 16

諸 収 入 1,249,116,000 1,020,894,546 △ 228,221,454 16

１ 納 付 金 53,447,000 52,865,704 △ 581,296 16

２ 措 置 費 等 受 入 730,107,000 654,228,980 △ 75,878,020 16

４ 受 託 事 業 収 入 991,000 1,200,000 209,000 16

５ 貸 付 金 元 利 収 入 18,419,000 19,720,390 1,301,390 16

６ 過 年 度 収 入 0 5,488,106 5,488,106 16

７ 雑 入 446,152,000 287,391,366 △ 158,760,634 18

22,824,229,000 23,441,793,642 617,564,642

１８

２０

２１

歳　　入

Ⅱ　令和４年度一般会計歳入歳出決算額一覧表

２４

款 項

２２

１９

１７

歳  入  合  計
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予 算 現 額 決  算  額 翌年度繰越額 不　用　額
決算明
細書頁

円 円 円 円 頁

教 育 費 136,153,414,000 122,708,727,736 9,353,782,000 4,090,904,264 20

１ 教 育 総 務 費 8,173,462,000 7,557,572,288 0 615,889,712 20

２ 教 育 振 興 費 1,033,593,000 968,547,686 0 65,045,314 26

３ 幼 稚 園 費 2,139,577,000 1,984,219,601 6,400,000 148,957,399 30

４ 小 学 校 費 47,405,518,000 47,044,118,074 218,700,000 142,699,926 30

５ 中 学 校 費 25,916,025,000 25,597,446,195 111,600,000 206,978,805 32

６ 高 等 学 校 費 6,259,327,000 6,177,602,361 19,350,000 62,374,639 34

７ 特 別 支 援 学 校 費 7,953,762,000 7,847,728,210 74,373,000 31,660,790 36

11 社 会 教 育 費 133,965,000 126,501,992 0 7,463,008 38

12 体 育 保 健 費 5,013,663,000 4,878,564,062 54,344,000 80,754,938 40

13 学 校 建 設 費 31,824,360,000 20,444,293,815 8,849,853,000 2,530,213,185 44

14 教 育 施 設 整 備 費 300,162,000 82,133,452 19,162,000 198,866,548 48

災 害 復 旧 費 43,700,000 38,612,584 0 5,087,416 48

１ 災 害 復 旧 費 43,700,000 38,612,584 0 5,087,416 48

136,197,114,000 122,747,340,320 9,353,782,000 4,095,991,680

１４

歳　　出

款　　　　項

歳  出  合  計

１３
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